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(57)【要約】
　本発明は、センサ・カプセル内（３）内に配置され、
基体（５）上に配置されているセンサ領域（６）を有す
るセンサ（４）を備える、媒体（２）、特にアグレッシ
ブな液体又はガス状媒体内の測定変数を測定するための
センサ・ユニットに関する。この場合、センサ領域（６
）内の測定変数を検出するために、センサ・カプセル（
３）内には、測定開口部（７）が設けられる。測定開口
部（７）の方を向いている側面上に、センサ領域（６）
は、測定用電子装置（８）を備えている測定面（９）を
有する。この場合、測定用電子装置（８）が発生するセ
ンサ信号を伝達するために、給電線（１０）がセンサ（
４）上に設けられる。本発明によれば、めっきスルーホ
ール（１１）が、基体（５）内に設けられ、このめっき
スルーホールは、測定開口部（７）の反対方向を向いて
いるセンサ（４）のベース面（１２）上の基体（５）を
通る信号を介して、測定用電子装置（８）を給電線（１
０）に接続するために使用される。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基体（５）に配置されているセンサ領域（６）を有するセンサ・カプセル（３）内に配
置されているセンサ（４）を備える、媒体（２）、特に、アグレッシブな液体又はガス状
媒体（２）内の測定変数を測定するためのセンサ・ユニットであって、前記センサ・カプ
セル（３）内の前記センサ領域（６）内の前記測定変数を検出するために測定開口部（７
）が設けられ、前記センサ領域（６）が、前記測定開口部の方を向いている１つの側面（
９１）上に位置し、測定面（９）が測定用電子装置（８）を含み、前記基体（５）及び前
記測定用電子装置（８）の両方が、半導体材料からできていて、前記センサ（４）におい
て前記測定用電子装置（８）が発生したセンサ信号を伝達するために、少なくとも１つの
給電線（１０）を備え、前記基体（５）内に少なくとも１つのめっきスルーホール（１１
）が設けられており、該スルーホール１１により、前記測定用電子装置（８）が、前記測
定開口部（７）の反対方向を向いている前記センサ（４）のベース側（１２）上の前記給
電線（１０）と、前記基体（５）を通る信号を介して接続されることを特徴とするセンサ
・ユニット。
【請求項２】
　前記測定開口部の方を向いている前記側面（９１）が、カバー層（１３）、特に前記媒
体（２）を保護するための酸化シリコン及び／又は窒化シリコンからできているパッシベ
ーション層（１３）を含む、請求項１に記載のセンサ・ユニット。
【請求項３】
　前記測定面（９）に対向する基準面（１５）が基準測定変数（Ｐ０）を受けることがで
きるように、基準手段（１４）が設けられる、請求項１又は２に記載のセンサ・ユニット
。
【請求項４】
　孔ダイヤフラム（７１）が、前記測定開口部（７）に設けられる、前記請求項のいずれ
か１項に記載のセンサ・ユニット。
【請求項５】
　前記センサ（４）が、センサ支持体（１６）上、特にガラス・ウェーハ（１６）又はシ
リコン・ウェーハ（１６）上に配置される、前記請求項のいずれか１項に記載のセンサ・
ユニット。
【請求項６】
　測定面（９）と基準面（１５）との間で媒体を分離するために、前記センサ（４）が、
密封状態で、特に前記ベース側（１２）の、予め定めることができる領域内に陽極接合プ
ロセスにより前記センサ支持体（１６）と接続される、前記請求項のいずれか１項に記載
のセンサ・ユニット。
【請求項７】
　前記センサ（４）が、高温センサ（４）であるか、及び／又はＳＯＩ技術により作られ
る、前記請求項のいずれか１項に記載のセンサ・ユニット。
【請求項８】
　前記センサ（４）が、特に前記センサ・カプセル（３）内の熱的及び／又は機械的に生
じた変化から結合解除されるように、結合解除手段（１７）が設けられる、前記請求項の
いずれか１項に記載のセンサ・ユニット。
【請求項９】
　前記結合解除手段（１７）が、前記基体（５）と前記センサ支持体（１６）及び／又は
前記センサ支持体（１６）と支持プレート（１８）との間に形成される、前記請求項のい
ずれか１項に記載のセンサ・ユニット。
【請求項１０】
　前記結合解除手段（１７）が、前記給電線（１０）の領域内に設けられる、前記請求項
のいずれか１項に記載のセンサ・ユニット。
【請求項１１】
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　前記結合解除手段（１７）が、前記基体（５）及び／又は前記センサ支持体（１６）及
び／又は前記接続手段（１９）及び／又は前記センサ・カプセル（３）及び／又は前記支
持プレート（１８）間の熱膨張係数を一致させることにより生成される、前記請求項のい
ずれか１項に記載のセンサ・ユニット。
【請求項１２】
　前記センサ・ユニットが、取り付けのための装着手段を備え、前記装着手段が、Ｍ５ネ
ジ山として特に設計されているか、及び／又は前記結合解除手段（１７）の形をしている
装着手段である、前記請求項のいずれか１項に記載のセンサ・ユニット。
【請求項１３】
　前記センサ（４）が、圧力センサ（４）及び／又は温度センサ（４）、特に圧抵抗セン
サ（４）及び／又は圧電センサ（４）である、前記請求項のいずれか１項に記載のセンサ
・ユニット。
【請求項１４】
　特に、内燃機関のエンジン入口内、及び／又はエンジン排気開口部内又は燃焼室内及び
／又はエンジン・ハウジング内、及び／又は排気システム内のガス圧及び／又は温度を測
定するための、及び／又はタービン、特にガス・タービン内の圧力及び／又は温度を測定
するための、又はエンジン・オイル、ブレーキ液、油圧オイル、トランスミッション・オ
イル、燃料、特にジーゼル又はガソリン、冷媒、又は冷却流体、特に水の圧力及び／又は
温度を測定するための、請求項１～１２のいずれか１項に記載のセンサ・ユニット（１）
を有するセンサ。
【請求項１５】
　請求項１～１２のいずれか１項に記載のセンサ・ユニット（１）を有し、及び／又は請
求項１３に記載のセンサを有する燃焼エンジン、油圧又は空気圧ツール又は空調装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、特にアグレッシブな媒体内の測定変数を測定するためのセンサ・ユニット、
本発明によるセンサ・ユニットを有するセンサ及び本発明によるセンサ・ユニット又はセ
ンサを有する内燃機関、油圧又は空気圧ツール、及び空調装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来技術においては、大部分の異なる測定変数を測定するための種々の異なるセンサは
周知のものである。この場合、例えば、いくつかの動作状態を監視したり、又はこれらの
装置を制御したり調整したりするために、機械又はツールから温度及び圧力を検出するセ
ンサは、ますます重要なものになってきている。この点についての重要な問題は、原則と
して、特に測定対象の媒体の他にセンサが、実際の測定には無関係な外部の影響を同様に
受ける場合に、アグレッシブな媒体内の関連する測定変数を非常に正確に検出することで
ある。このような影響としては、例えば、媒体又は測定環境のアグレッシブな化学的、物
理的、機械的又は他の特性である場合もあるし、又は例えばセンサに作用する温度の影響
等である場合もある。典型的な例としては、例えば、内燃機関の動作状態でのエンジン・
オイルの圧力及び／又は温度のような、アグレッシブな媒体内の圧力及び／又は温度を検
出しなければならない圧電センサがある。
【０００３】
　また、この点に関しては、センサが、組み込むことそれ自体、すなわち、機械に接触す
ることにより影響を受けるという問題がしばしば起こる。何故なら、組み込むこと自体に
より、機械とセンサとの間に結合が起こり、それにより、例えば、熱的又は機械的に生じ
た張力が、その圧電又は他の測定原理によりセンサ内で測定信号をシミュレートするセン
サに伝達されるからであり、一方、上記測定信号は、測定対象の上記媒体から発生したも
のではなく、そのため実際の測定信号がまったく許容することができないような異なるも
のとなる。
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【０００４】
　顧客は、例えば、Ｍ５接続ネジ山を含み、同時に、特にアグレッシブなガス状及び液体
媒体内の圧力及び／又は温度の測定がますますはっきり見えるようになる場合に、非常に
正確な測定を行うことができる小型のセンサをますます必要としている。さらに、同様に
高温でも動作することができるこのようなセンサがますます求められている。
【０００５】
　従来技術において、種々の標準センサがよく知られているが、現在に至るまで上記すべ
ての特性に同時に適合する測定センサは開発されていない。
【０００６】
　それ故、多かれ少なかれ、厳しい環境条件の下で使用するための、すなわち、例えば、
化学的、物理的又は機械的にアグレッシブな環境内で使用、及びこのような媒体内での測
定に適している標準センサは周知である。通常、このような周知のセンサは、その上に測
定媒体が作用する面一上に装着されている鋼製ダイヤフラムを備えるセンサ・ハウジング
を備えていて、それにより、鋼製ダイヤフラムの後に位置していて、測定用電子装置、す
なわち、例えば、圧抵抗又は圧電測定素子を含むチップが保護されている。鋼製ダイヤフ
ラムと鋼製ダイヤフラムの後に配置されている、すなわち、センサのセンサ・ハウジング
内に位置するチップとの間の結合は、例えば、シリコーン・オイル、水銀、又は他の適当
な液体結合媒体又は機械的結合により行われる。例えば、ＥＰ０　２５１　５９２号又は
ＤＥ１９５　０９　１８８　Ａ１号に上記タイプの構造が開示されている。
【０００７】
　この解決方法の重要な問題は、このようなセンサを小型サイズにしようとしても、その
複雑な構造により制限を受けることである。すなわち、最終的にその動作原理により制限
を受けることである。それ故、現在まで出願人が知る限りでは、このような内部構造を有
し、上記測定原理で動作するＭ５接続ネジ山を有するセンサは世界中探しても存在しない
。
【０００８】
　さらに、当業者であれば通常知っている理由により、液体で満たされている圧力センサ
は、高温での用途には適していない。特に、結合媒体の熱膨張の影響のために、温度が高
くなるにつれて測定結果がますますずれてきて、最悪の場合には、センサが破壊してしま
う恐れがある。何故なら、高い周囲温度のために結合媒体内に発生する内圧が非常に高く
なる場合があるからである。
【０００９】
　センサ、特に、圧力センサの小型化を促進するため、またすなわち、センサ自身の構造
による、またそれ故、結合媒体によるパッキングを故障させる衝撃を低減するために、多
くのメーカは、いわゆるＤＣＥ原理（直接チップ露光原理）を進んで採用している。この
場合、鋼製ダイヤフラム及び結合媒体を使用しないで、測定媒体が処理した前面、すなわ
ち、圧抵抗、金属導電経路、金属接続パッド等を備えているチップの前面上に直接作用す
る。このチップは、多くの場合、圧抵抗原理で機能し、ほとんどの場合シリコン又はＳＯ
Ｉ（絶縁体上のシリコン）からできている半導体基板上のチップである。
【００１０】
　しかし、汚染された及び／又はアグレッシブな媒体と一緒に使用する場合には、このこ
とは、不正確な又はずれた測定結果となる恐れがあり、最悪の場合には、チップすなわち
センサを破壊してしまう恐れがある。このため、多くの場合、それ自身は、センサの特性
及び全性能にマイナスの影響があるか、又は用途及び／又はその温度範囲を制限する恐れ
があるチップ・コートがＤＣＥセンサと一緒に使用される。技術文献においては、また通
常、チップ・コートとも呼ばれるこのタイプのチップ・コートは、多くの場合、ある種の
媒体だけを保護するか又は媒体のある種の特性だけを保護するだけで、それ自身他の媒体
及び／又は媒体の他の特性により攻撃を受ける恐れがあり、それにより当然このようなセ
ンサの種々の技術的用途への用途の範囲が有意に低減する。
【００１１】
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　上記ＤＣＥセンサのもう１つの非常に大きな欠点は、測定用電子装置を支承しているチ
ップが、測定信号を外部の評価用電子装置に伝達するためにワイヤにより接触しているこ
とである。これらのワイヤ接続又はそれぞれチップと接触するためのワイヤ接触は、特に
振動の影響を非常に受けやすく、それ故、内燃機関又はタービン内のような振動している
環境内で頻繁に故障を起こす。さらに、小型化がこれらワイヤ接続により制限される。
【００１２】
　例えば、Ｄｅｎｓｏ又はＴｏｙｏｔａが提供しているようなＤＣＥセンサ（例えば、Ｄ
Ｅ１０１　３１　６９７　Ａ１参照）の絶え間のない開発により、ガラス上にしっかりと
接着しているチップは、フリップ・チップ技術により接触しているので、周囲の影響を受
けやすいワイヤ・ボンドすなわちワイヤ接続を使用しないですむ。フリップ・チップ技術
は、センサ・エンジニアリングの分野の当業者であれば周知の接触方法である。この場合
、測定用電子装置を備えているその前面が、接触面の方向を向くようにチップが反転され
、それによりチップが本質的に硬質な接点、ピン又はパッドのところに配置され、一方で
は、チップを信号伝達装置に電気的に接触させ、他方では、機械的な方法でチップを同時
に支持し安定化させる（例えば、ＷＯ９８　５８４０９参照）。
【００１３】
　これにより、構造に関していえば、チップの処理した上面が、測定対象の媒体用の入口
ポートに対向する側面上に当然配置されることになる。何故なら、その純粋な機械的支持
機能のほかに、処理したチップ面と電気的に接触しなければならないピンが、入口ポート
の対向面上のセンサ・ハウジングから外に出ることになるからである。
【００１４】
　それ故、脆いワイヤ・ボンドを使用しなくてもすむので、さらに小型化を促進すること
ができる。しかし、この構造の欠点は、処理したチップの前面にさらに影響を与え、それ
故、チップがアグレッシブな媒体から保護されず、又は適当な被覆により保護しなければ
ならなくなり、そのため、後者がすでに詳細に説明した欠点と関連を持つようになること
である。
【００１５】
　ＮＡＳＡ又はＫｕｌｉｔｅ社及びＥｎｄｅｖｃｏ社の開発の際には、反転したチップは
もはやガラス上にしっかりと接着されず、フィードスルー又は他のキャリアに対して、測
定媒体がチップの裏面上だけに作用することができるように、チップの前面上に密封され
る。それ故、測定媒体は、処理されていないで、そのため汚染及びアグレッシブな媒体の
影響を受けないチップの裏面上に作用することができる。それにより、処理したチップの
前面及び処理していないチップの裏面間の媒体分離は、通常、ガラス半田により行われる
。例えば、米国特許第６，８４５，６６４　Ｂ１号又は米国特許第５，９７３，５９０　
Ａ号にこのような構造が開示されている。
【００１６】
　この構造の欠点は、製造が非常に難しく、例えば、ウェーハ・サイズの製造ができない
ことであり、チップの密封についての要件が驚くほど厳しいことである。このことは、セ
ンサ・チップとフィードスルー間の支持チップを介して通常行われる媒体分離に関する要
件が非常に厳しいこと、及びセンサの長期安定性全体に関する要件が非常に厳しいことを
意味する。
【００１７】
　Ｋｉｓｔｌｅｒ社の開発の際にも若干類似のアプローチが使用される。この場合にも、
測定媒体は、もはや処理したチップの前面上に作用せず、処理していないチップの裏面上
に作用する。チップの接触は、すでに説明したように、もはやワイヤ・ボンディングによ
り行われないし、フリップ・チップ接続上でも行われないので、すでに説明したように、
チップは電気的に接触するばかりでなく、同時に機械的に固定される。チップの前面への
密封、すなわち、媒体分離は、例えば、それぞれチップの裏面又はそのガラス本体との（
例えば、ＲＴＶにより行うことができる）密度が高く同時に柔軟又は柔らかい接着ボンド
上で接続する丈夫な孔ダイヤフラム上で行われる。しかし、この場合も、すでに説明した
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ように、チップの前面はセンサ・ハウジング内に配置しなければならないし、小型化につ
いては、構造がそれに応じて制限される。
【００１８】
　ＤＥ１０　２００４　０１３　０７３号に、貫通接続により接続している個々の電気部
品を有する圧力測定素子が開示されている。この場合、圧力測定ダイヤフラムは、セラミ
ック、ガラス又はプラスチックでできている基板内に導入される。さらに、少なくともダ
イヤフラムに対向する面上に、導体経路により接続している電気部品が、薄層及び／又は
厚層技術により塗布される。センサ用途の場合には、このような構造は、下記の周知の欠
点を有する。このような構造は、小型化の潜在的可能性、高い感度及びバッチ製造の可能
性を持たない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１９】
【特許文献１】欧州特許ＥＰ０　２５１　５９２号明細書
【特許文献２】ドイツ特許ＤＥ１９５　０９　１８８　Ａ１号明細書
【特許文献３】ドイツ特許ＤＥ１０１　３１　６９７　Ａ１号明細書
【特許文献４】国際公開特許ＷＯ９８　５８４０９号公報
【特許文献５】米国特許第６，８４５，６６４　Ｂ１号明細書
【特許文献６】米国特許第５，９７３，５９０　Ａ号明細書
【特許文献７】ドイツ特許ＤＥ１０　２００４　０１３　０７３号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２０】
　それ故、本発明の目的は、従来技術において周知の欠点を持っていないで、広範囲な小
型化を行うことができ、特にアグレッシブな及び／又は汚染した媒体内で使用することが
でき、振動の影響を非常に受けにくく、とりわけ、測定結果が温度の影響を受けない高い
周囲温度で使用することができる新規なセンサ・ユニットを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００２１】
　これらの目的を達成する本発明の主題は、独立請求項１の特徴を特徴とする。従属請求
項は、本発明の特に有利な実施形態に関する。
【００２２】
　それ故、本発明は、基体上に位置するセンサ領域を有するセンサ・カプセル内に位置す
るセンサを含む、媒体、特にアグレッシブな液体又は気体媒体内の測定変数を測定するた
めのセンサ・ユニットに関する。この場合、センサ領域内の測定変数を検出するために、
センサ・カプセル内に測定開口部が設けられる。測定開口部の方を向いている側面上に、
センサ領域は、測定用電子装置を備えている測定面を有する。この場合、測定用電子装置
が発生するセンサ信号を伝達するために、給電線がセンサのところに設けられる。基体及
び測定用電子装置は、半導体材料からできている。本発明によれば、めっきスルーホール
が、測定開口部の反対方向を向いているセンサのベース面上の基体を通る信号を介して、
測定用電子装置を給電線に接続するために使用される基体内に設けられている。その上に
接点が装着される基体の側面は、測定用電子装置を有していない。
【００２３】
　この場合、センサは、センサ領域の基準面が、測定媒体から絶縁され、測定面上だけに
作用するような密封方法で、センサ支持体上のベース面のところに配置される。
【００２４】
　本発明によれば、センサ・ユニットは、それにより測定用電子装置が、測定開口部の反
対方向を向いているセンサのベース面上の基体を通る信号を介して、測定用電子装置を給
電線と接続しているめっきスルーホールを備えているので、それぞれ、従来技術により周
知の脆い、また振動の影響を受けやすいワイヤ接点又はワイヤ・ボンディングを使用しな



(7) JP 2010-501865 A 2010.1.21

10

20

30

40

50

いですむ。
【００２５】
　このことは、本発明の場合には、チップは、もはや裏面上に測定媒体を含んでいないが
、周知のＤＣＥ原理の場合のように前面上に測定媒体を含んでいる。しかし、本発明の新
規な点は、例えば、圧抵抗の接点が、もはや前面上に配置される金属パッド、金属導電経
路及びワイヤ接続上に位置していないで、好適には、裏面上のしっかりと接合されたガラ
ス又はシリコン・プレート内に位置していることが好ましいめっきスルーホール上に位置
していることである。
【００２６】
　これにより、アグレッシブな媒体の影響を受けやすい金属構造を、測定用電子装置から
完全に除去することができ、不活性シリコン構造だけが、測定対象の媒体と相互作用を行
う。
【００２７】
　それ故、本発明によるセンサ・ユニットの構造は、かなり簡単になり、振動及び加速か
ら受ける影響がほぼゼロになり、密封手段、鋼製ダイヤフラム等による処理したチップの
前面の手の込んだ保護も必要なくなる。何故なら、測定変数の検出が行われるセンサ領域
、すなわちチップの前面が、測定対象の媒体に直接触れるからである。結合媒体を必要と
しない上に、本発明によるセンサは、また何ら問題を起こさないで高温での用途に使用す
ることができる。
【００２８】
　実用上特に重要な実施形態の場合には、測定用電子装置は、媒体から保護するために、
カバー層、特に酸化シリコン及び／又は窒化シリコンからできている薄いパッシベーショ
ン（ｐａｓｓｉｖａｔｉｏｎ）層を含む。本発明によれば、測定媒体に耐えることができ
るシリコン構造だけが、アグレッシブな媒体に触れるために、例えば、ポリマー・パリレ
ンを含む保護コーティングのような外部保護及び絶縁被膜（チップ・コート）を必要とし
ない。マイクロエレクトロニクス業界においては周知の酸化シリコン及び／又は窒化シリ
コンからできている上記パッシベーション層を、都合のよいことにチップの前面上に配置
することができる。
【００２９】
　チップの裏面上で接触が行われるために、前面の全表面を上記カバー層で被覆すること
ができる。接触のための凹部を必要としない。
【００３０】
　本発明によるチップは、コストを大幅に低減するバッチ方式で製造することができる。
製造に必要なものは、使用材料、特に基体及び測定用電子装置用の半導体材料だけである
。
【００３１】
　さらに、裏面上に給電線を含むセンサの本発明による構造により、小型化を行うことが
できる。何故なら、空間を占拠する支持プレート内の前面から給電線へのセンサの縁部上
に給電線を配置する必要がないからである。
【００３２】
　要件により、測定面に対向する基準面に基準測定変数を置くことができるように、基準
手段を設けることができる。測定対象の変数が、基準測定変数に対して留意しなければな
らない相対変数である場合には、例えば、このような修正したものを有利に使用すること
ができる。典型的な例としては、例えば、測定対象のアグレッシブな媒体内の圧力の絶対
量が重要でない、相対的な圧力又は圧力差の測定がある。このような場合には、基準手段
は、その上で例えば基準面が所定の圧力下の気体又は液体で満たされる、例えば、供給で
あってもよい。それ故、アグレッシブな媒体及び圧力間の圧力差、すなわち、基準媒体の
基準測定変数を直ちに測定することができる。
【００３３】
　従来技術において周知の大部分の実施形態とは対照的に、本発明による構造は、基準手
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段がアグレッシブな媒体であってもよいという点で特に有利である。何故なら、基準面（
チップの裏面）が、同様に、化学的に不活性なシリコンでできているからである。
【００３４】
　好適には、センサ・ユニットの測定開口部が孔ダイヤフラムを備えていることが好まし
いが、必ずしも備えていなくてもよい。このことは、特に、粗い汚い粒子がセンサ・カプ
セル内に侵入するのを防止し、及び／又は例えば測定対象の媒体が運んでくる粗い保護粒
子による有害な研磨効果のような有害な影響からセンサのセンサ領域を保護する働きをす
る。
【００３５】
　好適には、センサは、センサ支持体上に配置するのが好ましい。特にセンサを支持して
いて、その上にセンサを機械的に固定することができるガラス又はシリコン・ウェーハ上
に配置するのが好ましい。
【００３６】
　この目的のために、測定面と基準面との間の媒体分離のために、密封状態で上記センサ
支持体を含むベース側のところの所定の範囲内で、特に陽極接合プロセスによりセンサを
接続することができる。
【００３７】
　上記ボンド・プロセスの場合には、センサ支持体がガラスでできている場合には、すべ
ての陽極接合が使用される。従来技術のもう１つの技術は、センサ支持体がシリコンから
できている場合のシリコン溶融ボンディング（ＳＦＢ）である。
【００３８】
　当業者であれば理解することができると思うが、陽極接合プロセスは、２つの構成要素
のある種のタイプの固定接続である。例えば、本体のうちの１つが、例えば、ガラス・ウ
ェーハとして設計されたセンサ支持体のようなガラス本体である場合には、シリコン基体
を、陽極接合により、所定の領域内で密封状態でガラス・ウェーハと接続することができ
る。ガラス・ウェーハ、すなわち、センサ支持体は、例えば、約８０％のＳｉＯ２、１４
％のＢ２Ｏ３、４％のＮａ２Ｏ、及び１％のＡｌ２Ｏ３の組成物を含むことができるパイ
レックス（登録商標）・ガラスであるが、必ずしもそうでなくてもよい。このようなパイ
レックス（登録商標）・ガラスを使用すると、例えば、約３．３×１０－６／Ｋであるそ
の膨張係数が、約２．５×１０－６／Ｋであるシリコンの熱膨張係数とほぼ等しくなると
いう利点がある。材料のこのような選択により、結合解除手段が自動的に供給され、その
ため温度の変動のような熱的変動が測定結果に悪影響を与えないような方法で、センサの
センサ領域をその環境から熱的に結合解除することができる。
【００３９】
　この用途の範囲内において、結合解除手段という用語は、例えば、熱的及び／又は機械
的変動から、測定結果が例えば熱的変動、特に、温度の変動により影響を受けないような
方法で、センサを結合解除するのに適している他の手段又は方法も含むことを理解された
い。
【００４０】
　典型的な陽極接合プロセスは、下記のように周知の方法で行われる。シリコン基体及び
ガラス・ウェーハは密着され、３００～５００℃、好適には、例えば４５０℃に加熱され
る。次に、例えば、７００Ｖ～１０００Ｖのようなマイナスの直流電圧が、研磨したＳＩ
ウェーハを含むガラス・ウェーハに印加される。高い電界及び高い温度により、Ｎａ＋イ
オンが、特定の例の場合にはパイレックス（登録商標）シリコン界面である、ガラス・ウ
ェーハ－シリコン界面から遠ざかる方向に移動し、ガラス内に未飽和の酸素結合を残す。
それ故、シリコン原子が、固定の化学的ＳｉＯブリッジを形成し、そのため接続が行われ
る。
【００４１】
　それ故、チップの前面とチップの裏面の間の媒体分離のために、ガラス・ウェーハとし
て設計されているセンサ支持体を含むシリコン基体の陽極接合プロセスにより都合のよい
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ことに密封状態を形成することができる。この目的のために、上記陽極接合プロセスを、
ウェーハ・サイズで決まった手順で行うことができる。このような構造なので、特に広範
囲な小型化を行うことができる。このような小型化により、前面面一内蔵の場合には、無
駄な容積が最小になる。
【００４２】
　より詳細には、センサそれ故センサ・ユニット自身が、すなわち、例えばＳＯＩ技術で
形成されたチップを含む高温センサとなる。
【００４３】
　ＳＯＩは、当業者にとって絶縁体上のシリコンの略語として周知のものである。好適に
は、ＳＯＩ技術は、高い温度範囲で行うことが好ましい。ＳＯＩ技術における層シーケン
スの典型的な構造は、例えば、その上に約０．５μｍの厚さの薄い好適には誘電絶縁層で
あることが好ましい層が塗布されるシリコン又はシリコン化合物からできている基板から
なる。電界内でのこの層は、多くの場合、ＢＯＸ層ともよばれる。何故なら、この層は、
基板とＢＯＸ層と呼ばれる層上に塗布され、また例えば、約０．５μｍの厚さを有するこ
とができる第２のシリコン層（ＳＯＬ）との間に、誘電絶縁層を形成するからである。こ
の点について、ＢＯＸ層に塗布されたシリコン層は、例えば測定用電子装置、すなわち、
圧抵抗及び／又は圧電素子又はＢＯＸ層により、シリコン基板から本質的に電気的に絶縁
されているシリコン導体経路を含む。これが、ＳＯＩ技術が、高温用途において特に好ま
しいものとされてきた重要な理由の１つである。
【００４４】
　ＳＯＩ技術を使用する必要はないが、シリコン、石英、ゲルマニウム又は他の適当な材
料などの他の材料を使用することができることを理解されたい。この場合、ＢＯＸ層は、
当然完全に使用しないですむ。
【００４５】
　すでに説明したように、それによりセンサを熱的及び／又は機械的に生じた変化から及
び特にセンサ・カプセルから結合解除することができる、外乱を与える熱的及び／又は機
械的影響から結合解除するために、結合解除手段を供給することができる。
【００４６】
　それによりセンサを、センサ・カプセルの熱的及び／又は機械的に生じた変化から結合
解除することができる結合解除手段が供給されるので、センサは、測定変数として、本質
的にセンサのセンサ領域上に直ちに作用する媒体の特性だけを検出する。このことは、周
知のセンサ・ユニットのセンサ・ハウジングとのセンサの不可避な結合により結合するこ
とがある外乱を与える影響を、本発明の特定の実施形態により実質的にほぼ完全に抑制す
ることができることを意味する。これにより、結合解除手段は、例えば弾性媒体を備える
ことができるので、例えば熱的又は機械的影響による、例えば装置にセンサを内蔵させる
ことにより生じる温度変化又は機械的応力による熱膨張による、例えば張力又は長さの変
化のようなセンサ・ハウジングの変化がセンサ自身に伝わらないので、測定用電子装置は
、外乱を与える環境の影響を受けず、センサの測定精度及び測定感度は、従来技術と比較
すると著しく改善される。このことは、測定用電子装置が、例えば、圧力、力又は加速度
を測定するための圧抵抗又は圧電センサを含んでいる場合には特に有利である。センサが
、例えば、媒体内の圧力又は温度を測定するための圧電又は圧抵抗ベースの圧力又は温度
センサである場合には、センサに伝わるセンサ・ハウジングの機械的張力は、測定信号を
ずらしてしまう恐れがあり、媒体の実際の圧力及び／又は温度に対応していないセンサに
よるセンサ信号を発生する恐れがある。
【００４７】
　より詳細には、結合解除手段を、基体とセンサ支持体との間、及び／又はセンサ支持体
と支持プレートとの間に形成することができる。より詳細には、すでに説明したように、
結合解除手段を、例えば、相互に直接接触している２つの材料が同一であるか又は類似の
値の熱膨張係数を有しているという事実により発生することができる。
【００４８】
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　さらに、結合解除手段を、都合のよいことに給電線の領域内に設置することができるの
で、マイナスの熱的及び／又は機械的影響が、センサ内への電気接点上で結合することが
ない。
【００４９】
　より詳細には、結合解除手段を、基体及び／又はセンサ支持体及び／又は接続手段及び
／又はセンサ・カプセル及び／又は支持プレート間の熱膨張係数を一致させることで形成
することができる。
【００５０】
　より詳細には、支持プレートは、シリコン及び／又はガラスの熱膨張係数と類似の熱膨
張係数を有する材料から作ることができ、そのため結合解除される熱による張力は、最初
から低いままである。例えば、セラミック又は特定の膨脹合金がある。
【００５１】
　結合解除手段は、センサを同様にセンサ・カプセルによる直接の熱の影響から結合解除
することができるように、当然同時に又は別々に設計することができる。このことは、測
定用電子装置が、媒体の温度を測定するための温度センサを備えている場合に特に有利で
ある。この場合、センサが、媒体の熱の影響を実際に検出し、センサ・カプセルの熱の影
響によりずれている温度を検出しないように、センサとセンサ・カプセルの間の熱又は温
度の伝達をそれぞれ防止する場合に特に重要である。
【００５２】
　この点に関して、当然、半径方向に外側を向いていて、また上述したシールとして機能
するセンサの周辺面のところに結合解除手段を設置することもできる。
【００５３】
　ガラスは、通常、機械的歪みを結合解除するが、それは非常に不十分なものである。し
かし、例えば、測定原理によりセンサの機械的歪みによる影響を受けない媒体の温度を非
常に高い信頼性で測定するだけでよい場合には、熱伝導性の低いガラス材料又は他の材料
を結合解除手段として有利に使用することができる。
【００５４】
　実際には、センサ・ユニットは、多くの場合、例えば、ネジ山接続、特にＭ５ネジ山又
は例えばバヨネット固定装置のような迅速係止機構を備える設置ハウジングのような装着
手段を備える。そのため、センサ・ユニットを、媒体を測定するための簡単で信頼性の高
い方法で装置に内蔵させることができる。特に好ましい実施形態の場合には、装着手段自
身は、結合解除手段として設計され、そのためセンサ・カプセルを設置環境の熱的及び／
又は機械的な変化から絶縁することができる。
【００５５】
　すでに説明したように、本発明によるセンサ・ユニットは、圧力センサ及び／又は温度
センサ、特に圧抵抗センサ及び／又は例えば圧電温度センサのような圧電センサであるセ
ンサを備える。
【００５６】
　センサを機械的に固定するために、給電線が、本質的に曲がらないピンとして特に有利
に設計されるか、又はこの場合には、例えば、柔軟な給電線であってもよい線のための本
質的に曲がらないフィードスルーが設置され、それによりフィードスルーがセンサを固定
することができる。曲がらないピン又は曲がらないフィードスルーは、例えば、弾性の高
い又は低いプラスチック、又は例えば樹脂又は樹脂状物質であってもよい結合解除手段を
介して、センサ・カプセルの熱的及び／又は機械的に生じた変化から結合解除することが
できる。
【００５７】
　当業者であれば、この用途に関して今まで説明してきた特定の用途のためのすべての実
施形態を、同様に、適当な方法で結合することができること、及び提示の実施形態は、本
明細書においては詳細に説明しない本発明の他の実施形態に対する代表的な方法であるこ
とを理解することができるだろう。
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【００５８】
　本発明は、さらに、特に内燃機関のエンジンの入口内、及び／又はエンジン排気開口部
内、及び／又は燃焼室内及び／又はモータ・ハウジング内及び／又は排気システム内のガ
ス圧及び／又は温度を測定するための、及び／又はタービン内、特にガス・タービン内の
圧力及び／又は温度を測定するための、又はエンジン・オイル、ブレーキ液、油圧オイル
、トランスミッション・オイル、燃料、特にディーゼル、又はガソリン、冷媒、又は冷却
流体、特に水の圧力及び／又は温度を測定するためのセンサ・ユニットを備えるセンサに
関する。
【００５９】
　さらに、本発明は、内燃機関、油圧又は空気圧ツール又は、すでに詳細に説明したセン
サ・ユニット及び／又はセンサを備える空調装置に関する。
【００６０】
　図面を参照しながら、以下に本発明についてさらに詳細に説明する。
【図面の簡単な説明】
【００６１】
【図１】パッシベーション層の一部が断面になっている本発明によるセンサ・ユニットで
ある。
【図２】本発明によるセンサ・ユニットのセンサのある実施形態である。
【図３】測定用電子装置を含むセンサ面の図２の平面図である。
【図４】めっきスルーホール及び金属被覆を備えるセンサ下面の図２の裏面である。
【００６２】
　これらの図面は、ＳＯＩ技術で作ったセンサの例示としての図面である。もちろん、セ
ンサは、シリコン又はＳＯＩ以外の他の適当な材料から製造することができる。
【発明を実施するための形態】
【００６３】
　図１は、以下の説明において全体を参照番号１で示す、一部が断面になっている本発明
によるセンサ・ユニットのある実施形態の略図を示す。
【００６４】
　アグレッシブな媒体２内の測定変数を測定するのに特に適しているセンサ・ユニット１
は、図の例の場合には、ＳＯＩからできているセンサ４が、アグレッシブな媒体２内の測
定変数を検出するように配置されているセンサ・カプセル３を備える。センサ・ユニット
１は、例えば、内燃機関内のエンジン・オイルの圧力及び／又は温度、又はタービン内の
ガスの圧力及び／又は温度を測定するために使用することができる。
【００６５】
　図１は、内燃機関内の油圧を測定するための簡単な圧力センサを示す。センサ４は、図
１の実施形態の場合には、陽極接合によりシリコンから作られている基体５と接続してい
るガラスからできているセンサ支持体１６、すなわちガラス・ウェーハであるセンサ支持
体１６を備える。基体５は、測定開口部７を通してセンサ・ユニット１内に入る媒体２が
作用する測定変数を検出するセンサ範囲６を含む。この図の例の場合には、測定開口部７
のところのセンサ・ユニット１の内部領域は、孔ダイヤフラム７１により保護されていて
、この場合はホット・オイル２であるアグレッシブな媒体２は、孔ダイヤフラム７１の開
口部７２を介してセンサ・ユニット１の内部に入る。
【００６６】
　測定開口部７の方を向いている側面上には、測定用電子装置８が発生したセンサ信号を
、給電線１０により図１には図示していない評価ユニットに伝達するために接続している
測定面９上の基体５からｂｏｘ層２２により絶縁されている測定用電子装置８が位置する
。基体及び測定用電子装置は、半導体材料からできている。測定用電子装置８は、例えば
、圧抵抗又は圧電素子、歪み計又は他の感知構成要素からも作ることができ、その機能に
ついては以下にさらに詳細に説明するめっきスルーホールに、接続ブリッジ８０を通して
電気測定信号を伝達するために接続している。
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【００６７】
　この実施形態の場合には、測定用電子装置８及び接続ブリッジ８０を含む測定面９は、
この例の場合には、例えば、酸化シリコン及び／又は窒化シリコンからできているカバー
層１３を含むアグレッシブな媒体２の振る舞いに向き合う形で設けられている。
【００６８】
　給電線１０は、例えば、鋼鉄、銅又は金又は他の適当な材料からできている比較的硬度
の高いピン１０とすることができ、本質的に曲がらないピン１０の形に設計されている。
【００６９】
　基体５は、センサ支持体１６確実に接着されているので、給電線１０のピン１０は、実
質的な機械的支持機能を果たしていない。そのため、比較的柔かいワイヤ１０を用いるこ
とができ、このワイヤ１０は、例えば、ガラス絶縁体１８１及びめっきスルーホール１１
内を案内され、それ故、振動の影響から安全に保護されている。
【００７０】
　図１の例の場合には、給電線は、ガラス絶縁体１８１内の鋼鉄でできている支持プレー
ト１８の領域内を案内される比較的硬い硬質の金属ピン１０として実施されている。その
ため、ピン１０は、支持プレート１８から電気的に絶縁されている。すべての側面上でめ
っきスルーホール１１と接続している比較的硬い硬質の金属ピン１０としての給電線１０
の実施形態は、センサ・ユニット１を、動作中の内燃機関又はタービン内で必然的に発生
する振動及び加速力に特に影響を受けにくくしている。ピンは、基体５を取り付けるため
に使用することができるように十分丈夫なものであることが好ましい。
【００７１】
　要件により、支持プレート１８を、上記鋼鉄とは別の他の適当な金属から、又は金属合
金から、又は例えばセラミックのような他の非導電性材料からも作ることができ、そのた
め、ガラス絶縁体１８１を使用しないですむ。
【００７２】
　非常に特殊な場合には、比較的硬い金属ピン１０は、同様に、組立体の機械的安定性に
貢献することもできる。
【００７３】
　すでに説明したように、基体５にめっきスルーホール１１が設けられていることが本発
明の重要な点である。このめっきスルーホール１１により、基体５を通る信号を介して、
測定用電子装置８が、図を見れば分かるように、給電線１０及びそれ故測定開口部７の反
対方向を向いていて、基体５の底面を形成しているベース側１２上の金属ピン１０と接続
している接点１０が装着される基体５の底面には、測定用電子装置８が設けられていない
。めっきスルーホール１１は、例えば、特定の半田又はガラス金属ペーストのような適当
な導電性の材料を含んでいることが好ましい。基体５からめっきスルーホール１１を電気
的に絶縁するために、めっきスルーホール１１と、めっきスルーホール１１の領域内にお
ける基体５との間に、図１に示していない絶縁層２０、例えば酸化物絶縁層を設けること
ができる。この絶縁層上にさらに、高温にも耐えることができる高温金属被覆である図１
に図示していない金属被覆２１、すなわち、特に酸化しないで、安定した一定のオーミッ
ク接触を行うことができるものをめっきスルーホール１１の方を向いている側面上に塗布
することができる。
【００７４】
　金属被覆２１と接続及び接触領域８０との間の電気接触は、めっきスルーホール１１と
接続及び接触領域８０との間の接触面の領域内の絶縁層２０及びｂｏｘ層２２を選択的に
除去することにより確実にすることができる。この場合、上記除去は、金属被覆を行う前
に行わなければならない。
【００７５】
　より詳細に説明する図面内でこの構造についてさらに詳細に説明する。
【００７６】
　熱的及び／又は機械的に生じる変化、特にセンサ・カプセル３によるこのような変化に
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よりセンサ４が影響を受けないようにするために、図１の例においては種々の手段が使用
されている。一方では、センサ支持体１６が、その特定の適当な機械的及び／又は熱的特
性により、同時に熱的及び／又は機械的絶縁手段１７として作用する、例えば、適当な接
着剤、又は樹脂又は他の接合手段１９により、支持プレート１８上に取り付けられる。接
合手段１９が熱的及び／又は機械的結合解除手段１７として作用するため、温度変化のた
めに、及び／又は例えばセンサ・ユニット１の装着手段７３を機械内に内蔵させることに
より起こる恐れがある機械的張力により生じる材料内の歪みはセンサ４内に伝わらない。
【００７７】
　絶縁手段１７として機能する第２の手段として、センサ支持体１６は、それにより基体
５が作られるシリコンの熱膨張係数に等しい又は非常に近い熱膨張係数を有する、例えば
、パイレックス（登録商標）・ガラスのようなすでに説明したガラス又はシリコンから作
られる。そのため、温度が変化した場合でも、センサ支持体１６と基体５との間の機械的
応力を可能な限り避けることができる。
【００７８】
　さらに、支持プレートを、ガラス及び／又はシリコンの挙動に非常に近い膨張係数を有
する材料から作ることができる。
【００７９】
　さらに、本発明によるセンサ・ユニット１の図１の実施形態は、入口チャネル１４とし
て設計されている基準手段１４を含む。測定面９の反対側の基準面１５は、この基準手段
１４を介して基準測定変数Ｐ０を受ける。圧力センサを示す図１の例の場合には、センサ
４の底面は、入口チャネル１４を通しての予め決めることができる圧力下で、例えば、気
体又は液体のような流体で満たされる。そのため、図１のセンサ・ユニット１は、差圧の
測定に特に適している。この実施形態の場合には、測定媒体２ばかりでなく、基準媒体１
４もアグレッシブな性質のものであってもよいということが特に有利である。他の実施形
態の場合には、基準手段１４を使用しないですむことを理解されたい。
【００８０】
　図２は、本発明によるセンサ・ユニットのセンサ４のある実施形態の略図である。図２
は、図１において、より詳細な図面である図２及びその参照番号を参照しながらすでに説
明した図１のセンサ４を特に示す。それぞれの場合についてさらに以下に説明するための
図２及び図３及び図４の参照番号は、図１と同じ技術的機能に関連する。すなわち、図面
全体を通して、同じ参照番号は、同じ技術的機能を有するが、当然実質的な技術的機能を
維持しながら、それぞれの場合に異なる方法で設計することができる特徴に関連している
。
【００８１】
　すでに何度か説明したように、本発明にとって非常に重要なことは、図２に詳細に示す
ように、基体５内にめっきスルーホール１１が設けられていることである。このめっきス
ルーホール１１を介して測定用電子装置８が、基体５及びｂｏｘ層２２を通る信号により
、図に示すように、給電線１０、すなわち、測定開口部７から反対方向を向いていて、基
体５の底面を形成しているベース側１２上の金属ピン１０と接続している。好適には、め
っきスルーホール１１は、適当な導電性材料、特に半田又はガラス金属ペーストを含んで
いることが好ましい。
【００８２】
　基体５からめっきスルーホール１１を電気的に絶縁するために、めっきスルーホール１
１の領域内の基体５のところでめっきスルーホール１１と基体５との間に例えば、酸化絶
縁層２０のような絶縁層２０が設けられる。この絶縁層２０の上にさらに、図２の例の場
合には高温に耐えることができる高温金属被覆２１、すなわち、安定していて一定の電気
接触を行うことができる金属被覆２１が、めっきスルーホール１１と接続及び接触領域８
０との間の接触面の領域内の絶縁層２０及びｂｏｘ層２２を除去した後で、めっきスルー
ホール１１の方を向いている側面上に塗布される。すなわち、めっきスルーホール１１と
測定用電子装置８との間、又はめっきスルーホール１１と接触ブリッジ８０との間の電気
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的接続は、それぞれ金属被覆２１を介して形成される。それ故、金属被覆が、めっきスル
ーホール１１及びピン１０を通しての測定用電子装置８から適当な評価ユニットへの信号
の伝達のために非常に重要なものであることは明らかである。
【００８３】
　測定用電子装置８及び例えば接続及び接触領域８０として設計することができる接続ブ
リッジは、例えば、０．５μｍの厚さであってもよく、基体５及び測定用電子装置８並び
に接続ブリッジ８０又は接続及び接触領域８０及び／又はカバー層１３の間の基体５の頂
面上に配置される本質的に簡単な絶縁層２２であるｂｏｘ層２２上の基体５を電気的に絶
縁するように配置される。
【００８４】
　図３は、測定用電子装置８を備えるセンサ４の図２の平面図を示す。
【００８５】
　図を見れば分かるように、基体５又はセンサ４の中央には、それぞれ、センサ・ユニッ
ト１が動作中に、媒体２が、例えば、圧力により作用する測定面９が位置する。センサ４
の基体５上には、図３の例の場合には、その一部が導体経路として、その一部が面として
実施されている測定用電子装置８及び接続ブリッジ８０を絶縁するために、シリコン基体
５を絶縁するための絶縁ｂｏｘ層２２が設けられている。それ故、ｂｏｘ層２２は、一方
では、測定用電子装置８と接続ブリッジ８０との間に薄い絶縁層２２を形成し、他方では
、シリコン基体５を形成している。それ故、好適には、接続ブリッジ８０は、高度にドー
プしたＳＯＬ接触領域（Ｐ＋＋ドープしたもの）として設計することが好ましい。
【００８６】
　最後に、図４は、図２によるめっきスルーホール及び金属被覆を含むセンサの下面の裏
面図を示す。すなわち、図４は、図３に示すセンサ４の平行な対向図を示す。
【００８７】
　図を見れば分かるように、センサ４の基体５の中央には、基準測定変数Ｐ０が基準測定
のために作用するセンサ領域６の基準面１５が位置する。電気信号接続を確立するための
めっきスルーホール１１が基体５を通して案内される。この場合には、高温金属被覆２１
である金属被覆２１を通して、図４には図示していない測定用電子装置８と安定な状態で
オーミック接触している。すでに説明したように、センサ４のシリコン基体５から金属被
覆２１を絶縁するために、この例の場合には酸化絶縁層２０である絶縁層２０が、金属被
覆２１と基体５の材料との間に設けられている。
【符号の説明】
【００８８】
　１　センサ・ユニット
　２　媒体
　３　センサ・カプセル
　４　センサ
　５　基体
　６　センサ領域
　７　測定開口部
　８　測定用電子装
　９　測定面
　１０　給電線
　１１　めっきスルーホール
　１２　ベース側
　１３　カバー層
　１４　基準手段
　１５　基準面
　１６　センサ支持体
　１７　結合解除手段
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　１８　支持プレート
　１９　接続手段
　２０　絶縁層
　２１　金属被覆
　２２　ＢＯＸ
　７１　孔ダイヤフラム
　７２　開口部
　７３　装着手段
　８０　接触ブリッジ
　９１　測定開口部の方を向いている側面
　１８１　ガラス絶縁体
　Ｐ０　基準測定変数
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